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協同の發見 2003.5 No.130

 2003 年 4 月 12 日、岩手県公会堂23
号室で日本労働者協同組合連合会セン
ター事業団東北事業本部主催による
『「まちづくり・仕事おこし」を考える
盛岡市民集会―協働による地域おこ
し』が開催されました。第 1 部の記念
講演と第 2 部のシンポジウムの内容を
ご報告します。（編集部）
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　ご紹介いただきました山田です。テーマは
地域づくりとコミュニティ・ビジネスのあり
方ということであります。私は決して経済・
経営や非営利組織論の専門家ではありませ
ん。私はもともと建築出身で、地域づくりな
どどちらかというとハードな方をやっていた
のですが、だんだん今のいろんな公共事業の
ありようを見ているうちにNPOにはまり込ん

できてしまいました。決してコミュニティ・
ビジネスの専門家ではありませんが、いろん
な地域の現場を見せていただいているうち
に、学んだことを皆様にご披露し共有してい
きたいと思ったのです。

　もう既に、行政が公共事業でお金をつぎ込
むというやり方には限界が見えてきました。
特に私が扱っている中山間地域であるとか、
あるいは地方中小都市の中心市街地では莫大
な投資にもかかわらず効果が見えてこないこ
とから、もう従来のやり方では難しいのでは
ないかといえます。それから中山間地域や中
小都市の市街地に外部の企業が入ってくるの
は非常に難しい。入ってきてもすぐ具合が悪
くなると逃げていき、その後には何も残らな
かったというのが現実です。これはもう自分
たちでやるしかないんじゃないかということ
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で、コミュニティ・ビジネスというのが登場
してくるわけです。地域づくりは行政も企業
も難しい、元々個人では難しい。じゃあどう
すればいいのかということで、今日の協同と
いうことがヒントになるわけです。
　今日は協同のいろんな事例を紹介していき
たいと思います。こんなやり方も知恵もある
んだ、行政や企業が持っていないこんなすば
らしい発想があるんだ、そして協同すること
でこんなことができるんだ、ということをご
理解いただければ十分だと思います。
　結論を先に言いますと、住民による実にさ
まざまな活動や主体といったものが存在して
いるということが１つです。それぞれは、小
さいけれども行政や企業が持っていなかった
非常にすばらしい知恵を持っています。そし
てその個性ある小さい知恵がなるべくたくさ
ん起こされることで地域が強くなるのです。
　地域づくりというものは、むしろそういう
ものがモザイクされて出来上がることの方が
豊かではないでしょうか。小さな知恵のモザ
イクとでもいうものをみんなでつくっていく
ことが求められます。一方では個々の活動に
は当然限界がありますので、これを支えてサ
ポートしていく体制ももちろん大事です。し
かしまず第1点目に重要なことは小さなモザ
イクです。これもただ嫌々やるのではなく
て、いろんな強い思いがエネルギーとなり、
いろんなアイデアの源になっていくわけで
す。思いを持って挑むということがやはり大
事ではないかと思います。
　そして2点目は、協同で取り組むというこ
とがどうも大事ではないかということです。
この協同組合の組織はいろんな形でノウハウ

を蓄積をされてきました。それを新しい時代
に向けてどう発展させていくかということだ
と思います。これは今日私が全て申し上げら
れることではないかもしれませんが、そのヒ
ントみたいなものが見出せるかもしれませ
ん。
　それから3点目は、公共を担うのは行政だ
けではないのだということです。NPO、市民
活動、協同組合など私たちも協同の一員とし
て、地域の重要な部分を担っているというこ
とを理解していただく必要があります。紹介
するいろんな事例を見ていただくと、自分た
ちの思いを実現する、自分たちの仕事を獲得
するということだけではなくて、社会貢献と
いうことが必ず入っています。
　つまりそれぞれの活動は、地域のため、社
会のため、コミュニティのため、という要素
が必ず入っているわけです。そういった意味
で最近のコミュニティ・ビジネスとかNPOは、
社会貢献企業とか社会貢献事業であるという
言い方をする方がいらっしゃいますけれど、
そういう要素があるわけです。これがなぜ大
事かというと、自分たちの活動が社会に還元
される、つまり社会貢献事業をやることに
よって逆に社会から支えられる。それがコ
ミュニティ・ビジネスが成り立つための新し
い要素であるわけです。
　今まで行政というのは税金で成り立ち、企
業というのは資金で成り立ったんですが、コ
ミュニティ・ビジネスあるいは協同組合とい
うのは社会から支えられる要素があるからこ
そ成立する可能性が出てくる。ただ社会から
助けられたいということでは当然意味がない
わけで、そのためには自分たちの活動が社会
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に貢献できるという交換があってはじめて組
織や事業が成り立つということだろうと思い
ます。社会に貢献できるゆえに社会に支えら
れるという関係がこれからの新しいコミュニ
ティ・ビジネスなりNPOなり協同組合事業と
いうところで求められてくるのではないで
しょうか。非営利経営組織はそういう構造を
持つことによって成り立つ仕組みなのではな
いかと思います。
　地域づくり、まちづくりはまさに社会的事
業であるといえます。したがって皆さんがこ
こで課題にされている仕事づくりも、この地
域づくり、まちづくりのなかで考えていくこ
とによって可能性が出てきます。例えば中心
市街地の空き店舗の問題を商業の問題、商売
の問題だけで捉えていると、なかなかいい答
えは出てきません。そうではなくて、まちづ
くりのなかにどうその空き店舗が位置づけら
れていくかと考えていきますと、いろんな可
能性が出てくるわけです。ということで、ま
ちづくりと仕事おこしを関連付けて見ていく
ということが大事であると思います。

　コミュニティ・ビジネスの定義によると、
「コミュニティ・ビジネスは地方のコミュニ
ティによって所有・管理され・・・」とあり
ます。ですから地域のものである、地域で運
営するものであるということで、個人の仕事
ではないんだということです。それから「地
域の人びとのために最終的に自立した雇用を
創出し」とあります。ですから自分ひとりの
ためではなく、地域の人々のためにというこ

とです。そして、「地域の発展の中心になる
ことを目指す取引組織である」ということで
す。大事なことは、その事業活動から出る利
潤は個人の懐に入るのではなく社会に還元す
るということです。それは、「より多くの雇
用を創出するため、地方のサービスを供給す
るため、あるいはコミュニティの利益にかか
わる他の計画を援助するため」と定義されて
います。
　もう少し具体的にみると、コミュニティ・
ビジネスとは地域における社会問題の解決を
求めるという目的があります。要するに単な
る仕事づくりだけではなく、社会問題を解決
するための事業であるということです。そし
て地域の固有性、その場でしかできない活動
を展開するためには、地域の資源を生かすと
いうことが重要です。皆さんも良くご存知の
CS神戸は震災の後にできましたが、地域の
資源とニーズをつなぎ合わせて実に多くの仕
事づくりをされています。やはりコミュニ
ティ・ビジネスの資源は当然その地域の資源
ということになります。
　コミュニティ・ビジネスの利益は出資者に
配分されず、次の事業活動のために再投資さ
れます。NPOと協同組合は基本的には精神も
仕組みもかなり共通していると思いますが、
この点で協同組合は利潤をどうやって還元す
るのかということで少し問題になってくるの
ではないかと思います。またそのアカウンタ
ビリティ・説明責任は誰に対してあるのか。
協同組合は組合員だけでいいのか、NPOは社
会から支えられる分、当然社会全体に対して
アカウンタビリティ・説明責任があるわけで
す。コミュニティ・ビジネスの理屈を読んで
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いますと、協同組合も組合員だけのアカウン
タビリティではなくて社会全体に対するアカ
ウンタビリティを実現していくことが大事で
はないでしょうか。それによって社会全体か
ら支えられる関係がでてくるのではないかと
思います。
　ここでもう1度コミュニティ・ビジネスに
ついて確認しておきますと、地域の問題解決
に取り組むということが最大のテーマです。
それぞれの活動、モザイクが生まれてくるた
めには、それぞれが自分の持ち寄る資源をき
ちんと見つめなおすことがスタートラインだ
と思います。地域資源というのはいろいろ
あって、人・モノ・技術・文化・生態という
ものがみんな資源になります。そういった意
味では岩手県というのはコミュニティ・ビジ
ネスの宝庫ではないかと私は思っておりま
す。
　次に強い思いというのが活動のエネル
ギー、継続のエネルギーになってきます。や
りがい、思いというのが大事です。新たな協
働のシステムの創造も必要です。今日ご紹介
する事例は、実にいろんな組織、人が主役に
なっています。そして、地域との相補関係、
地域に還元できるから地域から支えられると
いう関係が大事です。協同組合の活動理念の
中にも組合員だけではなく社会に還元すると
いうことが書いてあると思います。そうする
ことで自分たちの存立する根拠が見えてくる
のです。以上がコミュニティ・ビジネスのま
とめになります。

　コミュニティ・ビジネスの多様な主体と方
法について、事例の紹介をしていきたいと思
います。岩手県の種市町に大沢農村振興会と
いうのがあります。これは集落そのもので、
自治会がコミュニティ・ビジネスをやってい
ると私は解釈しています。旧来のコミュニ
ティ組織そのものがコミュニティ事業体であ
るというケースがあり得るのだということで
す。元々は集落農業ということで国が推進し
たことがあるのですが、この組織はそれを脱
却してビジネスを行なっています。
　集落農業というのは大体みんなうまくいか
なくて、多くは農作業受委託や農業機械の貸
し借りといったことが中心でした。この集落
は共同でハウス栽培をやっていて、それだけ
で1千数百万の上がりが毎年あるらしいので
す。農業の側面からも従来の集落農業から新
しい農業を模索しているということです。そ
してそれだけではなくて農業体験ということ
で、いわゆるグリーンツーリズム事業をやっ
ています。そういった中で町の行政が宿泊、
温泉、レストラン、直販といった機能を持つ
拠点をつくりました。行政は運営をうまく
やってくれる組織がないかと委託先を探して
おり、この大沢農村振興会ががんばっている
ということで、じゃあそこに委託しようと
なったのです。そこでこの拠点はこの大沢地
区に設置されました。年間1億5、6千万の
上がりがあるということで、5千万は役場に
返して、残りの1億は集落の皆さんの売り上
げになります。そうすると1億ぐらいの事業
がこの集落でできているということですか
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ら、これは集落がやっている立派なコミュニ
ティ事業であるということです。もう既に
10年近くやっていて、農水大臣賞をもらっ
ているそうですから、ご承知の方もいらっ
しゃると思います。発端は自治会の中の青年
が古い自治会を変え、そして改善されて新し
いコミュニティ事業体としての自治会になっ
ていったのです。

　次に紹介するのは事業組合をつくっている
岩手県の岩泉町の「よってけ市場」です。こ
の市場は町の北西部の一ツ苗代という集落に
あります。集落全体の人がやっているわけで
はなく、30 戸弱の人たちが組合員になって
います。
　ここのえらいところは、組合の30戸だけ
の人が市場に物を出せるのではなく、誰が出
しても良くて、手数料もみんな同じだという
ところです。組合員も非組合員も同じ条件で
農産物を出せるというのが特徴です。そうし
ますと、だんだんこの事業は集落の事業にし
ていってもいいのではないかということで、
このよってけ市場を自治会の一組織に組み込
もうという話もあるようです。そういった意
味で自治会との連携がうまくいっています。
一部の皆さんで始めたことですが、集落の事
業になりつつあるということです。
　もう1つの特徴は、単に余り物を売ってい
るのではないということです。農産物をいず
れは農協に出すのではなくて、自分たちで自
分たちの農業を管理・発信していく拠点にし
たいそうです。余り物ではなくて自慢できる

ものをここでつくっていくために、認定農家
を増やして有機農場を共同で整備しようとい
う事業も行なっていくということです。これ
は一部の人が余った農産物を提供するという
ことではなくて、集落全体の農業再編をここ
を拠点に実現していくという非常に社会性の
ある事業です。このように農業に対する取り
組みもしっかりしております。最初は確か
15品目ぐらいしか品物が出せなかったので
すが、今では30品目に増えました。そのた
めの人材育成といったことにも取り組んでい
ます。集落に支えられたこうした事業に対し
て、行政もこうした人材育成や有機農場整備
にお金をつぎ込んでくるようになるわけで
す。行政も表には見えてきませんが、いろん
な形でサポートしています。
　このよってけ市場の建物は立派なものでは
ありませんが、半分は自分たちの手作りで
す。事業費が足りなくて自分たちで設計し、
スコップを持ってつくりました。出資金も当
然出しています。販売コーナーの脇には食堂
コーナーがあって、お母さん方の得意な料理
も提供しています。組合員のメリットはここ
にあります。ここで組合員の家族がフレック
スで店番をして、お小遣いがもらえるという
ことです。
　中には農業でやっていけるなら私たちもや
ろうか、と首都圏で仕事をしていたが地元に
帰ってきた人も出てきました。地域農業に
とっては大事なことです。お年寄りでアル
コール依存症の方がいたらしいのですが、こ
こで仕事に出るようになったらそれが治った
という話もあります。ですからここの社会貢
献とはいったい何かというと、農業だけでは
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なくて、心の活性化もあるといえます。

　岩手県遠野市に女性の生活改善、生きがい
づくりを行なっている「綾織夢を咲かせる女
性の会」というグループがあります。道の駅・
風の丘に夢咲き茶屋という小さな小屋があっ
て、そばなどの郷土料理が売られ、年間5000
万円の利益があります。彼女たちの活動はこ
の茶屋だけではありません。最初に行なった
ことはほ場整備に関連してトイレを設置させ
ることでした。農業の担い手は女性が非常に
多いのですが、田んぼで作業をしているとき
にトイレがなくて非常に困るということで、
そういったことをほ場整備で実現させようと
いうのがスタートラインだったそうです。
　この夢咲き茶屋というのは、自分たちの生
きがい、女性としてのやりがいの場として何
かないかということで始まりましたが、こう
した活動がコミュニティ・ビジネス、副業づ
くりにつながっているわけです。それから除
草目的の綿羊から製品づくりを行なったり、
いろいろな方が住宅に集まれるサロンをつ
くったりといった活動を行なっています。こ
の綾織夢を咲かせる女性の会というのは1つ
のコアなんですね。コアの綾織のもとに、最
初は夢咲き茶屋、この次は織物関係の製品を
つくるグループといろんなグループが出てき
ます。私はこれをクラスター方式といってい
ます。しっかりした18人のお母さんたちの
考える会としてのコアがあって、そしてそれ
ぞれのテーマごとに活動していく。
　クラスターというのはぶどうの房1つ1つ

のことで、クラスター方式というのはぶどう
の房をイメージしていただければいいと思い
ます。真ん中できちんと考えるところがあっ
て、あとは房の中の1つ1つが自由にやりた
いことをやっていく。ただし道をはずしては
いけませんので、その考える会がきちんとサ
ポートしていくという二重構造が必要です。
　後でイギリスの事例も紹介しますが、こう
いうクラスター方式は結構いろいろなところ
で実施されていると思いました。私どものま
ちづくり政策フォーラムというNPOもこのク
ラスター方式をとっています。いくつかの研
究会があるのですが、私はその研究会のメン
バーで知らない人もいます。つまりそれぞれ
のクラスターが自分たちのネットワークをど
んどんつくっていくわけです。大学の先生が
いたり、役所、農家の方がいたり、それぞれ
がネットワークをつなげていくわけですが、
コアである私たちの理事会は、ミッション・
考え方をきちんとキープし、資金を獲得して
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きたり、事務局をやったりしています。有能
なグループも事務局がしっかりしていない
と、活動がすぐ堂々巡りしたり停滞したりし
ます。サポートする理事会をしっかりやるこ
とで、組織全体が自分たちの個々のネット
ワークを生かしつつ有機的に展開していくこ
とができるのです。

　新住民と農家のグループが矢巾町にありま
す。最初は行政が用意した人材育成塾があっ
たのですが、これが面白くなかったのでしょ
う、すぐに塾に集まってきた農家の生産者と
消費者のみなさんが「矢巾さんさ塾」という
グループをつくってしまいました。
　消費者、お母さん方が関心や楽しみをもて
そうなことを選択して、最初はメロンづくり
ですとかハーブづくりをテーマに、農家のみ
なさんと消費者が一緒に農業体験をするとい
うことを始めました。あるときレタス事件と
いうのがあったらしいのです。自分たちの仲
間である農家の人たちのレタスができすぎて
しまったので、捨ててしまおうということに
なりました。そりゃ大変だということで、消
費者の皆さんが自分たちで見事に売って歩い
てしまったということです。つまり農業者、
生産者だけでは解決できないような問題を消
費者が一緒に考えて行動することによって、
解決できてしまったのです。
　そこでその延長上に矢巾百姓クラブという
のができました。これは農家の皆さんに農業
を教えていただきながら行なう市民農園で
す。私たちも仙台市の郊外で農家の人たちに
教えていただきながら一緒に市民農園をやっ

ているのですが、市民農園というものは畑を
借りて自分で耕すというだけではなくて、農
家の人たちと一緒に交流して教えてもらいな
がらやるというところに実は意味があると思
います。そして地域のスーパーに産直コー
ナーをつくってしまいました。ここの事業も
クラスター方式で行なわれています。

　次に紹介するのは、宮城県の事業組合でつ
くっている旧林際小学校運営事業組合です。
これをやっている平櫛さんという人は、仙台
でグリーンツーリズムのコンサルタントを
やっていたのですが、コンサルをやっていて
も面白くないということで実験の場所を探し
ていました。そのときに志津川町の海岸沿い
の林際という集落で廃校になりそうな小学校
を見つけました。
　町では建物を取り壊す予算まで付いていた
のですが、彼はもったいないということで役
場に掛け合いました。しかしもちろんだめで
した。仕方がないので彼は小学校の卒業生で
ある地域の皆さんに、これをなんとかグリー
ンツーリズムの拠点にしたいんだと説得しま
した。そこで地元の皆さんも、もう1度考え
直してくれないかと行政に行くことになり、
行政も地元の住民の言うことだからと議決し
たものを撤回してグリーンツーリズムを始め
ることになったのです。
　宿泊施設、レストラン、体験工房がありま
す。彼はプロですから、学校を改築し、宿泊
施設もそれなりの水準を保っています。食事
もプロを連れてきてコーディネートをさせ、
地域の食材を使いながらもきちんとデザイン
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できるようにしています。この例はよそ者が
入って来て地域の皆さんと結びついて実現す
る事業もあり得るのだという事例です。

　チャレンジド・カシオペアという障害者の
仕事づくりを行なっているNPO法人が岩手県
軽米町にあります。代表の高橋さんは薬局を
やっていらっしゃったのですが、階段から転
落されて脊髄を損傷し、肢体不自由になられ
てしまいました。しかしまだまだ働きたいと
いうことでパソコン操作を覚えて、それを自
分だけのものにするのではなくて、障害者の
皆さんにも生きがいのある仕事づくりに結び
つけられないかということで、広告、デザイ
ンの仕事を始めました。パソコン、広告、デ
ザインだけでは限界があるということで、今
はステンドグラスの作成にも取り組んでおら
れます。この活動を支えてくれる全国的な組
織もあるようです。
　岩手県では岩手NPO基金というのがありま
して、チャレンジド・カシオペアは確か2年
続けて100万近い助成を受けていると思いま
す。この基金は比較的倍率が高いので、そう
いった意味ではこの活動は非常に共感を得ら
れる仕事づくりということで評価が高いのだ
ということがわかります。

　岩手県水沢市に、高校生が自分たちで実習
を兼ねて商店街の空き店舗活用をやっている
「ござえんちゃハウス」というのがあります。
今年卒業した総合政策学部の学生が卒論でと
りあげ、一定期間だけやるのではなくて、商

工会議所や行政、大学がサポートして新しい
ござえんちゃハウスを核にしたネットワーク
をつくろうと提案しました。
　新しいシステムはまだ確立していません
が、他の高校とのネットワーク、農家との
ネットワークを提示しています。コミュニ
ティ・ビジネスの主体、担い手というのは実
は多々ありうるんだということを示していま
す。

　一昨年コミュニティ・ビジネスの調査をイ
ギリスでしてきました。その中のバーロウと
いう町について紹介したいと思います。
　ここは重工業、造船で栄えていた町だった
のですが、不況の影響で1万5000人ぐらい
の就業者が3分の１に減らされてしまい、１
万人が仕事を失ってしまいました。そうする
とホームレスは出てくる、犯罪は起こる、麻
薬患者は出てくるという非常に荒れた状態に
なったそうです。特に問題なのは、職と家を
失った人たちの子供たち、青少年の犯罪や精
神障害の増加でした。
　そこで地元の人たち、教会も関係している
ようですが、コミュニティアクションファー
ネスという組織をつくって動き始めました。
これは年間１億円以上の事業をやっているよ
うで、本部はクラスター方式で、中に19の
プロジェクトがあるのですが、それぞれが日
本でいうNPO法人、協同組合といっていいよ
うな組織です。
　本部自体は有限会社で、EU や自治体から
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いろんな助成金などをもらって 19 のプロ
ジェクトを成り立たせています。その19の
プロジェクトの状態はみんな違います。ある
ところは全部助成金で成り立っていて、ある
ところは完全に自立して経営ができていると
ころがあります。ですからそれぞれの状況に
応じて違った発達ができるわけです。ここに
もクラスター方式の1つのメリットがあると
思います。
　プロジェクトの１つとして精神障害者のた
めのトレーニングと仕事づくりも行なってい
ます。はじめは釘も満足に打てなかった精神
障害の青年が、今では受注している椅子を
ちゃんと作れるようになっています。ここの
トレーニングのノウハウは非常に高くて、た
だ物を作るということだけではなくて、その
トレーニング・研修自体がビジネスになって
いるのです。
　経営について聞いてみると、物の販売や研
修の利益による事業収入の比率は3割で、後
の7割は助成金だそうです。実にたくさんの
助成金をEUなどから引き出しているわけで
す。そういう助成金をしっかり引っ張ってこ
られるというのもコミュニティ・ビジネスの

重要なノウハウではないかと思っておりま
す。
　その他に、ホームレスの人たちの自立を援
助するプログラムも行なっていて、宿泊施
設、相談所などを備えたホームレスセンター
もあります。またリサイクル部門の工場もあ
ります。それから精神障害の女性たちの仕事
としてケータリングもやっています。これは
かなりうまく成り立っているようです。そし
て、この組織を安定的に運営する為の事業と
して、広告デザインもやっています。これは
NPO でもなんでもなくて、完全に稼ぐ為に
やっているという部門です。
　その他には、住宅貯蓄組合である金融業の
代理店をやりながら環境団体とも連携しなが
ら、地域の人たちと一緒に町づくりを行なっ
ている小さな町のコミュニティ・ビジネス組
織の事例もあります。コミュニティ・ビジネ
スを成立させるために実に多様なアイテムと
主体があるということがいえるのではないか
と思います。

　最後にコミュニティ・ビジネスというのは
先ほどから話してきました基本的要件を充た
すことによって誰でも参画し得るのだという
事がいえます。また社会貢献によってコミュ
ニティとの相互関係がつくれるかということ
が、そのコミュニティ・ビジネスが存続でき
るかどうかの分起点になると思います。その
ために思いを持った仲間をうまくつくって組
織を組み立てる方法を見つけるべきでしょ
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う。それぞれの活動にあった組織づくりが当
然あるはずです。
　私どものまちづくり政策フォーラムという
組織は、５つほどの研究会があります。アー
スワークス研究会、都市農村計画研究会、水
辺里山文化研究会、新しい交通問題を考える
研究会というクラスターです。交通問題の会
は東北大学の学生さんが会長をやり、アース
ワークス研究会は町づくりに熱心な農家の長
男が、都市農村計画研究会は大学教授がやっ
ています。ようするに従来の既成概念で会長
はこういう人がということではなくて、本当
にその活動が自由に展開できるために、ふさ
わしい人と組織がつくられていくこと、そし
てそれをサポートするシステムが大事だろう
と思います。
　まちづくり政策フォーラムの理事会は助成
金を取ってきたり、事務局をやったり、組織
づくりのお手伝いをしたりとサポートしてい
ます。そういった中で行政との連携をはかり
ながら、事業アイテムをきちっとキープして
いく計画が大事になってきます。みなさまも
行政や協同組合といった組織と連携をとりな
がら、いろんな活動を展開していっていただ
けたらと思います。


